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1.  平成21年3月期第3四半期の連結業績（平成20年4月1日～平成20年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期第3四半期 333,282 ― 2,368 ― 7,245 ― 3,928 ―
20年3月期第3四半期 337,475 0.5 7,786 5.1 12,619 5.1 6,501 △2.2

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期純利

益
円 銭 円 銭

21年3月期第3四半期 19.73 ―
20年3月期第3四半期 32.72 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期第3四半期 446,557 292,758 64.2 1,439.97
20年3月期 457,871 293,985 62.9 1,445.62

（参考） 自己資本   21年3月期第3四半期  286,662百万円 20年3月期  287,833百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無   

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年3月期 ― ― ― 11.00 11.00
21年3月期 ― ― ― ――― ―――

21年3月期（予想） ――― ――― ――― 11.00 11.00

3.  平成21年3月期の連結業績予想（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  有   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 436,500 △3.4 2,000 △79.8 8,400 △48.8 3,000 △50.2 15.06

4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  

（注）詳細は、3ページ【定性的情報・財務諸表等】4．その他をご覧下さい。  

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの） 

（注）詳細は、3ページ【定性的情報・財務諸表等】4．その他をご覧下さい。  

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
1. 通期の業績予想につきましては、平成20年11月14日発表の予想を修正しております。詳細は、平成21年2月13日公表の「業績予想の修正に関するお知らせ」をご参照
ください。 
2. 業績予想については、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性
があります。 
3. 当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準12号）および「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第
14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。  

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期第3四半期  207,679,783株 20年3月期  207,679,783株
② 期末自己株式数 21年3月期第3四半期  8,604,735株 20年3月期  8,572,508株
③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 21年3月期第3四半期  199,093,745株 20年3月期第3四半期  198,637,571株



 当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、サブプライムローン問題に端を発した世界的な金融危機による

株価の下落、急激な円高等の影響を受け、企業収益の減少や雇用情勢の悪化など、景気は悪化傾向を強めながら推移

いたしました。 

 当社グループの主要な事業にあたる輸送業界でも、設備投資や個人消費の一層の冷え込みなどにより、輸送需要の

減少に歯止めがかからず、同業者間の競争が一層激化する中、厳しい経営環境が続きました。 

 このような状況のもと、当社グループといたしましては、新中期経営計画「ＣＳ向上 ３ヵ年計画」を着実に実行

し、輸送事業においては、適正運賃の収受、効率追求と費用予算管理等による「利益額改善」と、既存荷主の管理、

新規荷主の開発、時間提供商品の拡販、ロジスティクス事業の展開等による「収入確保」によって、引き続き経営効

率の向上と利益体質の確立に努めてまいりました。 

 また、自動車販売事業においては、ディーラー間の競争が一段と熾烈化しており、新車販売の伸び悩みが懸念され

ております。したがって、中古車販売・整備販売・自動車用品販売の他、新事業・新サービスの展開により、収入の

確保に努めてまいりました。 

 以上の結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は3,332億82百万円、営業利益は23億68百万円、経常利益は72億

45百万円、四半期純利益は39億28百万円となりました。 

 

 事業の種類別セグメント業績を示すと、次のとおりであります。 

 

①輸送事業 

 輸送事業におきましては、“物流を通じて、お客様に喜んでいただける最高のサービスを常に提供し、国家社会に

貢献する”との使命のもと、これまでのキャリアーとしての機能に加え、フォワーダーとして目線を新しく持ち、お

客様に最適な物流サービスを提供してまいりました。 

 また、ロジスティクス事業の拡大を図るため、東京本社および東京、名古屋、大阪に設置するロジスティクス事業

部の体制を大幅に強化するとともに、ロジスティクスの専門性の高い提案型営業を推進するための人材教育にも注力

いたしました。 

 その他、東京都内では、オフィス街において「カンガルービジネスセンター」を新宿、渋谷、秋葉原等に開設し、

配達時間の精度を向上させるなど、これまで以上にお客様に密着したサービスを提供することでＣＳ向上にも繋げて

まいりました。 

 しかしながら、貨物輸送量の減少傾向を反映して、荷動きが低調に推移したことにより、売上高は2,451億68百万

円となりました。また、費用面におきましては、効率化によるコスト削減などに取り組みましたが、燃油費の高騰等

によるコスト増もあり、営業損失は２億97百万円となりました。 

 

②自動車販売事業 

 自動車販売事業におきましては、乗用車販売は、消費者の嗜好多様化による車離れ傾向が顕著化していることに加

え、人口の少子高齢化もあり、総需要が大幅に減少する厳しい市場環境の中で、フルモデルチェンジしたミニバンの

販売台数は堅調に推移しましたが、金融危機による自動車市場の急激な減速を受けて、新車販売台数は前年同期を下

回る結果となりました。また、中古車販売台数は前年並みを確保しましたが、小売部門が販売台数・金額とも減少し

たことにより、中古車販売の利益率は低下しました。 

 トラック販売につきましては、新車販売台数は環境規制に伴う代替需要が一巡し、さらに燃料価格の高騰の影響に

より、買い替え需要は減退しましたが、中古車販売や整備事業の効率化を推進し、収益確保に努めました。 

 その結果、販売台数の落ち込みによるマイナス効果が上回る状況が続き、売上高は587億58百万円となり、営業利

益は14億77百万円となりました。 

 

③物品販売事業 

 物品販売事業におきましては、燃料販売・家庭紙販売に代表される物品販売などで、売上高は181億74百万円とな

り、営業利益は４億円となりました。 

 

④不動産賃貸事業 

 不動産賃貸事業におきましては、グループ会社の拠点の一部が、狭隘化や都市の再開発などのために、他の場所に

移転した後、その跡地を外部へ賃貸しているものであり、これらの資産の有効活用によって、売上高は８億80百万円

となり、営業利益は７億38百万円となりました。 

  

  

定性的情報・財務諸表等 

１．連結経営成績に関する定性的情報 



⑤その他の事業 

 その他の事業におきましては、情報関連事業、人材派遣業、住宅販売業などで、売上高は103億１百万円となり、

営業利益は２億48百万円となりました。   

  

 当第３四半期連結会計期間末の総資産は、4,465億57百万円と前連結会計年度末に比べ113億14百万円の減少となり

ました。投資有価証券が減少したことなどが主な要因であります。負債については、1,537億98百万円と前連結会計

年度末に比べ100億87百万円の減少となりました。未払法人税等が減少したことなどが主な要因であります。純資産

については、2,927億58百万円と前連結会計年度末に比べ12億26百万円の減少となりました。  

  

 当社グループの通期の連結業績は、当第３四半期連結累計期間の業績および今後の景気動向を踏まえ、平成20年11

月14日に公表いたしました通期の連結業績予想の数値を修正いたしております。 

 詳細は、本日平成21年２月13日公表の「業績予想の修正に関するお知らせ」をご参照ください。 

  

該当事項はありません。 

   

簡便な会計処理 

①たな卸資産の評価方法 

  当第３四半期連結会計期間末の棚卸高は、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎として合

理的な方法により算定しております。 

  

②固定資産の減価償却費の算定方法 

 定率法を採用している固定資産の減価償却費については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して

算定する方法によっております。 

  

③繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生

状況に著しい変化がないと認められる場合に、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プ

ランニングを利用する方法によっております。 

  

２．連結財政状態に関する定性的情報 

３．連結業績予想に関する定性的情報 

４．その他 

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

会計処理基準に関する事項の変更 

① 当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表

規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

  

② 通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、車両、仕掛品は主として個別原価法、貯蔵品、部品

は主として移動平均法に基づく原価法によっておりましたが、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に

関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）が適用されたことに伴い、車両、仕掛品は主とし

て個別原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）、貯蔵品、部品は移動平均

法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しておりま

す。 

 なお、この変更による損益への影響は軽微であります。 

  



５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 36,623 39,837

受取手形 12,426 11,549

営業未収金及び売掛金 74,798 74,114

有価証券 3,892 14,461

たな卸資産 9,035 7,300

繰延税金資産 3,233 4,435

その他 17,845 17,392

貸倒引当金 △687 △617

流動資産合計 157,166 168,474

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 82,307 83,738

機械装置及び運搬具（純額） 22,817 22,851

土地 136,172 131,630

その他（純額） 4,879 2,222

有形固定資産合計 246,178 240,444

無形固定資産   

のれん 1,781 －

その他 4,640 4,920

無形固定資産合計 6,422 4,920

投資その他の資産   

投資有価証券 23,114 29,457

長期貸付金 184 136

繰延税金資産 10,629 10,445

その他 3,749 4,714

貸倒引当金 △887 △722

投資その他の資産合計 36,789 44,031

固定資産合計 289,390 289,396

資産合計 446,557 457,871



（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形 7,917 6,455

営業未払金及び買掛金 41,808 41,455

短期借入金 2,664 3,114

未払金 12,151 11,632

未払費用 8,489 12,480

未払法人税等 362 4,870

未払消費税等 2,848 2,160

その他 11,587 10,873

流動負債合計 87,832 93,044

固定負債   

長期借入金 1,095 1,465

繰延税金負債 5,874 7,636

退職給付引当金 49,360 48,693

役員退職慰労引当金 1,457 1,683

負ののれん 8,024 11,180

その他 154 182

固定負債合計 65,966 70,842

負債合計 153,798 163,886

純資産の部   

株主資本   

資本金 42,481 42,481

資本剰余金 74,266 74,266

利益剰余金 176,408 174,670

自己株式 △8,583 △8,564

株主資本合計 284,573 282,854

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 2,793 5,554

土地再評価差額金 △304 △304

為替換算調整勘定 △400 △270

評価・換算差額等合計 2,088 4,979

少数株主持分 6,096 6,151

純資産合計 292,758 293,985

負債純資産合計 446,557 457,871



（２）四半期連結損益計算書 
（第３四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

売上高 333,282

売上原価 306,476

売上総利益 26,806

販売費及び一般管理費 24,437

営業利益 2,368

営業外収益  

受取利息 286

受取配当金 402

負ののれん償却額 3,269

その他 1,086

営業外収益合計 5,044

営業外費用  

支払利息 73

持分法による投資損失 67

その他 26

営業外費用合計 167

経常利益 7,245

特別利益  

固定資産売却益 124

退職給付制度終了益 49

その他 26

特別利益合計 201

特別損失  

固定資産処分損 195

投資有価証券評価損 963

減損損失 92

その他 25

特別損失合計 1,276

税金等調整前四半期純利益 6,170

法人税、住民税及び事業税 1,180

法人税等調整額 1,040

法人税等合計 2,221

少数株主利益 19

四半期純利益 3,928



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 6,170

減価償却費 12,764

減損損失 92

負ののれん償却額 △3,269

のれん償却額 324

貸倒引当金の増減額（△は減少） 253

退職給付引当金の増減額（△は減少） 72

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △226

受取利息及び受取配当金 △688

支払利息 73

投資有価証券評価損益（△は益） 963

有形及び無形固定資産除売却損益（△は益） 70

持分法による投資損益（△は益） 67

売上債権の増減額（△は増加） △1,529

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,309

仕入債務の増減額（△は減少） 1,644

仕入債務に係る信託受益権の増減額(△は増加) 380

未払費用の増減額（△は減少） △3,990

その他 1,685

小計 12,547

利息及び配当金の受取額 704

利息の支払額 △73

法人税等の支払額 △6,467

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,711

投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の預入による支出 △9,156

定期預金の払戻による収入 9,505

有価証券の償還による収入 1,250

有形及び無形固定資産の取得による支出 △13,799

有形及び無形固定資産の売却による収入 583

投資有価証券の取得による支出 △41

投資有価証券の売却による収入 3

子会社株式の取得による支出 △2

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
支出

△10

投資その他の資産の増減額（△は増加） 90

事業譲受による支出 △4,817

貸付けによる支出 △157

貸付金の回収による収入 47

その他 △22

投資活動によるキャッシュ・フロー △16,526



（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） △330

長期借入金の返済による支出 △489

自己株式の取得による支出 △18

配当金の支払額 △2,190

少数株主への配当金の支払額 △15

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,043

現金及び現金同等物に係る換算差額 △5

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △12,863

現金及び現金同等物の期首残高 45,884

現金及び現金同等物の四半期末残高 33,020



 当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に

従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

  

 該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日） 

 （注）１ 事業区分の方法：輸送事業、自動車販売事業、物品販売事業、不動産賃貸事業、その他の事業の５区分とし

ております。 

２ 各事業区分の主要商品 

３ 会計処理基準等の変更 

（当第３四半期連結累計期間） 

（1）事業区分の変更 

 従来「その他の事業」に含めて表示していた「物品販売事業」は、当該セグメントの売上高が、セグ

メントの売上高の合計額に対する重要性が増したため、第２四半期連結会計期間より区分掲記しており

ます。 

 この結果、当第３四半期連結累計期間において、従来の方法と比較して、「その他の事業」の売上高

は38,325百万円（うち外部顧客に対する売上高は18,174百万円）、営業利益は386百万円減少しており

ます。 

（2）たな卸資産の評価基準 

 通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、車両、仕掛品は主として個別原価法、貯蔵

品、部品は主として移動平均法に基づく原価法によっておりましたが、第１四半期連結会計期間より

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）が適用されたことに

伴い、車両、仕掛品は主として個別原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法）、貯蔵品、部品は移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法）により算定しております。 

（４）継続企業の前提に関する注記 

（５）セグメント情報 

ａ．事業の種類別セグメント情報 

  
輸送事業
（百万円） 

自動車販売 
事業 

（百万円） 

物品販売
事業 

（百万円）

不動産賃貸
事業 

（百万円）

その他の
事業 

（百万円）

計
（百万円） 

消去 
又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円）

 売上高                                                

（1）外部顧客に対

する売上高 
 245,168  58,758  18,174  880  10,301  333,282     ―  333,282

（2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高 

 1,319  6,842  21,014     ―  8,556  37,732  (37,732)     ― 

計  246,487  65,600  39,188  880  18,857  371,015  (37,732)  333,282

 営業利益   

（△損失） 
 △297  1,477  400  738  248  2,567  (198)  2,368

事業区分 主要商品等

輸送事業 

カンガルー特急便、カンガルー宅配便、カンガルー引越便、カンガルー航空便、カン

ガルーミニ便、カンガルースーパー９・10、カンガルー貸切便、カンガルーチルド

便、カンガルー超特急便、カンガルービジネス便、JITBOXチャーター便等の輸送 

自動車販売事業 車両・部品等の販売及び修理 

物品販売事業 燃料・紙及び紙製品・その他物品等の販売 

不動産賃貸事業 土地・建物等の不動産の賃貸 

その他の事業 

ソフトウェアの開発、ＯＡ機器等の販売、物流ITサービスの提供、産業工作機械・車

両・電子機器等のリース、広告代理店業、人材派遣業、旅行代理店業、建築工事請負

業、タクシー業等 



 なお、この変更による当第３四半期連結累計期間の各セグメント損益への影響は軽微であります。 

 当第３四半期連結累計期間については全セグメントの売上高の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも90％

を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。  

当第３四半期連結累計期間における海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。

  

ｂ．所在地別セグメント情報 

ｃ．海外売上高 

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

 該当事項はありません。 

  



「参考資料」  

前四半期に係る財務諸表等 

（要約）前四半期連結損益計算書 

  

  

科目 

前第３四半期
（平成20年３月期 
第３四半期） 

金額（百万円）

Ⅰ 売上高  337,475

Ⅱ 売上原価  306,228

売上総利益  31,246

Ⅲ 販売費及び一般管理費  23,459

営業利益  7,786

Ⅳ 営業外収益  4,960

受取利息及び配当金  704

負ののれんの償却額  3,267

その他  987

Ⅴ 営業外費用  126

支払利息  88

その他  38

経常利益  12,619

Ⅵ 特別利益  1,649

固定資産売却益  609

その他  1,039

Ⅶ 特別損失  2,351

固定資産処分損  220

減損損失  707

その他  1,424

税金等調整前四半期純利益  11,916

法人税、住民税及び事業税  2,603

法人税等調整額  2,229

少数株主利益  582

四半期純利益  6,501
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